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韓国の 新保 育政策 「ク ン ナ ム （夢の 木） プ ラン 」 に 関す る研究

1　 研究目的及 び方法

　韓国で は、2002年 10 月 7 日に 開か れ た韓国女陛開

発院主催 の 保育政策 シ ン ポ ジウム を通 じて、新保育政

策で ある 厂ク ン ナ ム （夢 の 木）プ ラ ン （2003〜2007＞」

が発表 され た。こ の プ ラ ン は、1991年度 の 「嬰幼児 （乳

幼児）保育法」の制定・公布 とい う準備期を経て、1995

年 前 後 の 政 府 の
‘
保 育施 設 拡 充 3 ヵ 年計 画

（1995−1997）
’

の 発表 、2001 年の
‘

保育発展基本計

画試 案の 開 発
’「

とい う継続的な保育改革の 努力の 結実

の
一

つ で あ る と言 え る 。

「クン ナ ム プ ラン 」 の 構成 は、大き く保育政策開発 目

的、政策の 目標、核 心 政策課題及 び そ の 推進戦略、分

劈別推進課題等 の 内容に区分 されてい る。

　以 下、本報告で は、こ の 「ク ン ナム プ ラン 」 が 成立

するまで の 韓国 の 保育政策の 内容を概観した上で、 

「ク ン ナ ム プ ラ ン 」 が な ぜ 登 場 した の か、  ク ン ナ ム

プ ラ ン の 内容 と特徴 、   韓国 の 保育政策 に おける発展

課題 に つ い て 言及す る 。

　　 韓　　　在　熙

（名古屋市立 大学大学院）

　　　　　　　 相当するもの と考 え られ る 。

皿　考察

1 ，新保育政策 の 成 立 の 背景

（1）家族形態の 変化

　韓国の 保育界の 当面課題 と して、新保育政策開 発 の

た め に考慮 され た 保育の 社会的背景 と して は、子女養

育 に 関連する二 つ の 社会的変化が 挙げられる。それは

家族 形 態の 変化 と家族価値観 の 変化で あ る。前者 の 問

題 と して 核家族化 と解体家族 の 増加、後者 の 問題 と し

て 出産率の 低下と女性 の 経済活動参加 率の 増加 とい う

社会的変化で あ る。

（2 ）合計特殊出生率の 低下

　家族価値観 の 変化 は 具体的に 子供出産率の 低下 と

女性 の 経済活 動参加率の 増加 問題が上げ られ る。2003

年度の 保健福祉部統計 の 全国出産率 の 変化推移をみる

と、1980年度に は 2．8％ で女性
一

人 当た り約 2名以上

の 子 どもを出産 したが 1985 年には 1．7％、1990 年

1，6％、1998年 1，47％ とな り減少 して きて、2002 年

に は女性
一

人当た り 1，17 名 とい う記録的な数字 と し

て 韓国 の 幼児教育 ・保育関係者達に衝撃を与えたの で

あ る 。 これ は 1994年の エ ンゼル プ ラ ン を生み 出す要

因 となっ た 1990年の 日本の 出生率の 1．5 シ ョ ッ ク に

　 既婚女性 の 経済活動参加率は 2001年度 の 韓国女性

開発院調査 に よ る と、1980 年度 40．0％か ら 1995年

47．6％に 2000年度に は 48，7％ に増加 して きて い る。

（3 ）保育現況

　韓国の 乳幼児保育現況は 、
「女性特委」の 2000年 の

調査 によると、就園率 は 、推定 0〜5 歳乳幼児 は

3，854，184名 として、保育施設就園乳幼児は 734，192

名の 就園率 19，0％ で、一
年平均 50，000名以上ずっ 増

加 して い る。年齢別で は 0〜2歳乳児の 就園率は 9．1％、

3〜5 歳 の 就園率の 28，2％に 比 べ て 明 らか に 低 い。従

っ て、O〜2 歳乳児就園率を高め る乳児保育活性化政策

が 要求され て い る 。 又 、 2002年度の統計 、 3〜5 歳幼

稚園就園児は 550，150 名 （全 乳幼児の 14．3％、3〜5

歳児の 27．4％）として 幼稚園就園児 と保育施設就園児

を 統合 した 時、全体を統合受恵率は 33．3％で ある。

　保育施設は、2001年 12月 31 日の 保健 福祉部の 統

計 か ら見 る と、全体 20
，097 ヶ 所 で あ る。そ の 中で 国

庫支援施設 3，297 ヶ 所 （16．4％）中で 、 国 ・公 立施設

は 1，306ヶ 所 （a5 ％）で あ り、民間施設は 1
，
991 ヶ 所

（99 ％ ） で あ る。また非支援施設 は 16，800 ヶ 所

（83．6％） で民間 に依存して い る。こ の よ うな民間中

心 の保 育運 営 は、保育サ
ー

ビ ス の 質的管理 及 び 保証 と

い う問題 に 関わ る もの で あ る 。

　以 上 の よ うな保育界を め ぐる社会的背県及 び 保育

現況か ら、社会的変化に よ る保育需要者達の 要求に 対

応す る多様な保育サ
ービス が要求され て い る 点、民 間

施設中心 の 保育運 営 と保育教師養成の 閙題 に よ っ て 生

じて い る保育の 質を向上 させ る保育政策が 要求 され て

い る こ とが明らか となっ て い る。

2 ．「ク ン ナ ム （夢の 木）プラン 」 の 概要 と特徴

（1 ）成立過程

　 「クン ナム プラン 1の 成立 は、2001年度に行われた

「保育発展基本計画試案開発」 の 基本研究が 土 台とな

っ て い る。それ は 文献研究、外国の 保育動向の 分析、

関連統計 の 分析、政策協議会 の 開催 （3回）、保育発展

セ ミナ
ー

の 開催 （2 回）、保育現場の 意見収斂等 の 過程

を経て 成立 した。

（2）概要
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　 2001年 の 「保育発展基本計画試案」の 基本方向は 次

の如 くで ある。　　　 ．　 ・、　
「
：
‘

　 第
一
　 人間 の 基本人格及び潜在力 の 開発 の 基礎は

　　　　 乳幼児期 に 確立 され る もの なの で、乳幼児た

　　　　 ちの児童権を保障して 未来 の国家の 人的資

　　　　源開発を準備する。

　第 二　公的保育体系の 確立、保育サL ビ ス の 質的水

　　　　準 の 向 上 を通じ て 女性達 が家庭 と職場 生 活

　　　　を安 心 して 並 行で ぎるように 支援する こ と

　　　　 セ、
「’
女性経歴者を養成す る等の 女性人的資源

　　　　 の 開発 を促進する。

　第三 ．保育の 社会 的支援体系の 確掌に よる家族構

　　　　成員の 生 活の質の 向上を支援する 。

　　 こ の よ うな保育発展基本計画試案 の 基本方 向に

　 基づ い て開発された 「ク ヒナ ム プ ラ ン」は、「第一一、
、女性

・男性の 経済活動参加 を支援して 国家競争力を

　強 化す る、第二 、地域社会の 統合的な乳幼児の 教育

　及 び保護を 受 け る権利保障体制 を確 立する 、 第 三、

．．健 全 な家庭支援体制 の 確 立 を通 じて 国家 発展 に寄

　与す る」 こ とを政策 目的 として い る。

　その 主要政策 の 推進課題 の 内容 は 次 の 如 くで あ る 。

1
第
一
、保育の 公 共 性確保の た め の 「保護者所得 に 応

　　　　　 じた 保育料制度」 の 拡大

　
．
第二

、 需要者要 求 に符合する 「多様な保育サービ ス 」

　　　　　め提供

　第 三、質 の 高 い 保育サ
ービ ス 提供 の 確立 の た めの

　　　　　 「保育教師養成及 び管理制度」 の 整備
’

　第四
、 地域社会の 子 女養育の 支援体制の 準備の た め

　　　　　の 厂地域社会統合保育モデル 」 の 構築

　こ の ような四っ の 優先推進課題は各 々 の 七っ の 核

　心政策 課題前の 推進職略が年度別 （2003〜2007）及

　び 段階別 に計画 されて い う。

　参考まで に 、韓国 の 保育政策の 変遷につ い て は 、
こ

の 間の 主た る保育事業 及 び 保育関運法 に？ い て 、整理

すれば、以下の 如 くである。

1949．教育法制定

1961 ．児童福利法制定

1962 ．児童福利施設基準令

1968．，未認可施設 に対する臨時措置令

1969．託児所を 「オ リニ ジッ プ」 へ 改称

1981．児童福祉法改定
』
（「児童福祉法」 に名称改定）

1882．幼児教育振興法制定 ：
’fオ リニ ジ ッ プ」 691 ヶ

　
1
　 所を 「セ マ ウル 幼児副 に吸収 ・運営

1987．「職場詫児制亅 導入 一 「男女雇用平等法」

1991．「嬰幼児保育法」 制定 ・公 布 ：保育事業 を保健

　　　福祉部 に ア 元化、
「嬰幼児保育法施行令」 制定

1994．大 統 領諮 問機蘭教育改革委員会 （1S94 〜1998．）
1996．OECD 教育調査団訪韓、　 OECD 加盟

1997．MF 経済危機 教育改革委員会第 4 次報告書

2001．「保育発展基本計面試案 の 開発」

2002 ．「ク ン ナム （夢 の 木）プラ ン 」 の 成立

皿
．

結論

　（1 ） Fク ン ナ ム （夢 の 木｝ ブラ シ」 の成果

　韓国で は 2001 年度の 後半期が ら葆育業務を既存の

保健福祉部が継続的に担当する の か、字qo1年1 月 に 新

し く発 足 しだ女性部に 移管するの か とい う議論の 最中

で ある・9の よう褓 師 醗 即 鼕 の較 ・2q・3
年 6 月、12 日に女性部長官は 「参与政府φ保育政策 の

推進方向 と主 要政策課題」を大統領 に報告・提案 した。

　「ク ンナ ム プ ラ ン．］，・の 展 開 に お け る発 展課題 で あ る と

言 え る 。 そ の 主 要 保 育政策の 内容は、保育Q公共 性強

化及 び 普遍的パ ラダイ ム の 実現、質的な向上の た め の

保育環境造成と して の 保育施設 認証制の 導入及び 教師

資格管理 制度の 整備、乳児保育、放課後保育、障害児

保育等の 多様な保育サ
ー

ビ ス の 提供、保育サ
ー

ビ ス の

伝達体系 の 強化、健全な養育環境造成等 の 細部課題内

容 で 構成され て い る。 これは 「クン ナム プ ラン 」 の 展

開に お ける発展課題 で あるとも言える 。 そ うした保育
「

発展課題 で は、例えば地方版の 「ク ンナ ム プラン 」 と

も言え る仁川広城市の 「保育発展 5 ヵ 年計画 （2003〜

2007）」 へ と具体化 さ弗て い きつ つ あ る。

　（2）韓国保育界 の 発展課題

　最後に、今後の 韓国の 保育政策発展課題 と して 、．次』
の 三つ の 点を指摘した い。

　T つ は 、「ク ン ナ ム プ ラ ンゴ の 全体的な発展 方 案に

対す る保育政策の 具 体化 とい う点にお い て ま だ 不充分

で あ る 。
「ク 7ナ ム プラ ン 」炉成 立 レ・様 々 な展開が実

施 され よ うとして い る中で、保育をめぐる社会的変化

に 対応すための 児童、女性、労働、家鳳 福祉の 観点

等を視野に い れた 保育政策 が要求され る。

　 二 つ は、保育の 質的水準を保障する方案も不十分 で

ある こ とが 指摘で きる。 保育の 質 の 向上の ために 必要

とする政府 の 財政支援の 拡大、・保育プ ロ グラム 開発及

び普及、教師養成及び管理体制 の 整備、評価認証制度

の 実施等が こ れ に関連ずる至 急課 題 で あ る。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 J 　　　　ト
　三つ は、保育教師の養成課程 ・資格制度 ・再教育に

関連す ζ教師管理体制が不充分で ある。まtg・保育教

師を含む全 保育施設従事者に対す る管理体制及 び専門

性 の 向上の ための 現職教育の 充実等が要請され て い る。

一 349 一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


